
１．中小企業の残業代の引き上げ

  中小企業における月 60 時間超の時間外労働に対する法定の割増賃金率を、現在の 25％から大企業と同

水準の 50%に引き上げる（この改正は、他の改正より３年遅れの平成 31年４月から実施予定）。

２．年休の取得促進

  年５日以上の年休取得が確実に進む仕組みを導入する。

３．フレックスタイム制の清算期間の上限の延長

清算期間の上限を現行の１か月から３か月に延長する。ただし、１か月の労働時間が１週間当たり 50

時間を超えたときは割増賃金の支払い対象とする。

４．特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）

① 対象業務

「高度の専門的知識等を要する」とともに、「業務に従事した時間と成果との関連性が強くない」などの性

質を満たすもの。具体的には、金融商品の開発やディーリング業務、アナリス

トの業務、コンサルタントの業務、研究開発業務などの業務を提示。

② 対象労働者

• 書面による合意に基づく職務の範囲内で労働する者

• 平均給与額の３倍を相当程度上回ること（具体的な年収額は、有期雇用契約

期間の例外対象となる、高度な専門的知識等を有する労働者（1,075 万円）

を参考とする）

③ 健康管理時間に基づく健康・福祉確保措置等

事業場の内外で働いた合計の「健康管理時間」を把握しこれに基づいて措置を講じる。

㋐ 健康管理時間に基づく健康・福祉確保措置として、労使委員会の５分の４以上の決議より、以下ａ～ｃ

のいずれかを講じることを制度導入要件とする。

ａ 24 時間について継続して一定以上の休息時間を与える（勤務間インターバル規制）ものとし、かつ、

１か月の深夜業は省令で定める回数以内とする

ｂ 健康管理時間が１か月または３か月につき一定の時間を超えないこととする

ｃ ４週を通じ４日以上かつ１年を通じ 104 日以上の休日を与える

㋑ 健康管理時間が週 40 時間を超え、その超えた時間が月当たり 100 時間を超えた労働者については医師に

よる面接指導を義務付け、これに違反した場合は罰則を適用する。

厚生労働省が高度プロフェッショナル制度、年休取得促進案などを提示
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今後の労働時間法制等の在り方について（報告書案）の主要事項

最新情報

厚生労働省は、本年２月６日、労働政策審議会労働条件分科会で「今後の労働

時間法制等の在り方について」報告書案を提示しました。この報告に基づき、労

働基準法等の改正法案を作成し、平成 28年４月からの実施を目指し、国会で審議

するとのことです。
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平成 26 年 10 月 23 日の最高裁判所の判決において、妊娠を契機としてなされた不利

益取扱いは、原則として、男女雇用機会均等法が禁止する妊娠を理由とする不利益取扱

いと解されるが、①業務上の必要性から支障がある場合であって特段の事情が存在する

とき、②労働者の自由な意思に基づいて降格を承諾したものと認めるに足りる合理的な

理由が客観的に存在するときには、違法性はないといった考え方が示されました。

その最高裁判所の判決での考え方を、妊娠のほか、出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いにも取り入

れるため、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法の通達において、次のような内容が明確化されました。

妊娠・出産、育児休業等を「契機として」不利益取扱いを行った場合
※「契機として」は基本的に時間的に近接しているか否かで判断

原則
男女雇用機会均等法、育児・介護休業法に違反

（妊娠・出産、育児休業等を「理由として」不利益取扱いを行ったと解される）

例外①

○業務上の必要性から支障があるため当該不利益取扱いを行わざるを

得ない場合において、

○その業務上の必要性の内容や程度が、法の規定の趣旨に実質的に反し

ないものと認められるほどに、当該不利益取扱いにより受ける影響の

内容や程度を上回ると認められる特段の事情が存在するとき 違反には

当たらない

例外②

○契機とした事由又は当該取扱いにより受ける有利な影響が存在し、か

つ、当該労働者が当該取扱いに同意している場合において、

○有利な影響の内容や程度が当該取扱いによる不利な影響の内容や程

度を上回り、事業主から適切に説明がなされる等、一般的な労働者で

あれば同意するような合理的な理由が客観的に存在するとき

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法などでは、妊娠・出産、育児休業等を理由として不

利益取扱いを行うことを禁止しています。

このことについて、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い等の相談件数が高い水準で推

移していることや、平成 26 年 10 月 23 日に男女雇用機会均等法の適用に関して最高裁判所

の判決があったことなどを踏まえ、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法の通達（行政

解釈）が改正され、必要な項目が追加されました。

妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いに関する通達最新情報

◆あとがき◆４月分社会保険料から介護保険料が変更になります。また児童手当拠出金が子ども・子育

て拠出金に変更になります。料率の変更はございません。ご不明な点はごとう事務所までご連絡ください。

妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いに関する通達の概要

3/10 ●一括有期事業開始届の提出（建設業）

主な対象事業：概算保険料160万円未満でかつ請負金額が1億9000万円未満の工事

●２月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付

3/15 ●3/15 は所得税・贈与税の申告・納税期限

●所得税の確定申告書の提出

●所得税の更生請求（前年度分）

●個人青色申告承認申請所の提出

（新規適用のもの）

●確定申告税額の延納の届出書の提出

●所得税確定損失申告書の提出

●贈与税の申告（前年度分）

●個人の道府県民税・市町村民税の申告

●個人事業税の申告

3/31 ●2 月分の健康保険料、厚生年金保険料の納付

●個人事業者の消費税の確定申告

●1 月決算法人の確定申告・7月決算法人の中間申告

●4 月・7 月・10 月決算法人の消費税の中間申告

お仕事
カレンダー

３月

前例があり、通達にも明記されたので、上記のルールは守る必要があります。必要性があるか、合理性が

あるかは、個人で判断するのは難しいので、迷うことがあれば、気軽にご相談ください。

※労働基準法に「妊娠中の女性が請求した場合には、他の軽易な業務に転換させなければならない」という規定があります。この裁判

は、その規定に基づいて行われた軽易な業務への転換を契機として、請求をした女性労働者を降格させた事業主の措置について争

われたものです。なお、この裁判では、諸事情に照らして、例外には該当せず、違法性があるとされました。


